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I. 本書の目的と構成
マーケティングや流通をめぐる動向は，国際化や情報化を軸とする今日の
環境変化のなかで新たな展開を示しつつある。寡占企業が従来とってきた経
営戦略や販売・流通戦略と具体的な政策行動もその修正を迫られている。
日米構造問題協議にみられるようにわが国の複雑な流通構造や商慣行への
批判が高まり， 日本的流通システムのあり方が再検討をせまられている。世
界最大の玩具専門店，米トイザラスの日本法人である日本トイザらスの参入
といういわば「外圧的」競争によって流通構造とりわけ卸売流通のあり方も
現実的に変化しつつある。
同時に，流通をめぐる「国内的」課業環境とくに需要・供給双方の動向も
大きく変化してきている。マーティングの標的でもある消費者の動向や消費
の構造・内容における変化を把握し，それに対して迅速かつ的確に対応する
ことが中心的な課題となっている反面，多品種少量のマーケティング，市場
細分化戦略にもとづく製品フルライン政策を展開してきた寡占的メーカーの
戦略展開に一定の変化が生じてきている。カウンター・セグメンテーション
戦略の動きもその 1つである。 ここ 1, 2年， 食品， 化粧品． トイレタリ
ー，雑貨，アパレルなど各業界で品目数の削減をはじめとする商品構成の見
直しが始まっている。
国内外の消費，生産両サイドにおけるダイナミックな変化のなかで寡占的
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メーカーのマーケティング行動や卸・小売をも含む流通システムのあり方も
変容を余儀なくされる。中田善啓著『マーケティング戦略と競争』（同文舘，
1992年 1月刊）は， 今日そのウェイトがますます高まりつつある「競争優
位」の獲得ないし維持をめざしたマーケティングの戦略的展開を，取引，ネ
ットワーク，グローバリゼーションというきわめて現代的な視角から総対的
に把握しようとした意欲的な試みであるといってよい。
著者自身， 「はじめに」のなかで本書の目的を以下のように述べておられ
る。「本書は取引を分析単位として， 第 1に，ネットワーク， 組織，制度が
形成される過程を明らかにしている。第2は，それが企業間の競争にどのよ
うな影響を与えるかである。第3に，グローバル化や技術革新によって取引
メカニズムがどのように変化するかを明らかにしようとするものである。
第4は，製品行動が競争に与える影響である。」 (p.3) 
本書の構成は次の通りである。
第1章 ネットワーク組織と契約
第2章 ネットワーク組織と競争
第3章流通段階の取引
第4章 プランド間競争と流通システムの変化
第5章 グローバル化と取引
第6章 不確実性とフレキシビリティー
第7章製品差別化と競争
第8章 システム製品と競争
II. 本書の概要
次に各章ごとにその内容を見ていこう。第 1章「ネットワーク組織と契
約」では，本書全体を貫く理論的枠組みを構成するいくつかのコンセプトが
提示される。まず企業間の関係をネットワークの視点から「複数の独立の企
業間で長期継続的な取引関係がある組織」， いいかえると権限関係によって
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構造化された取引ないし契約のネクサスとみる。そして，日米構造問題協議
でも問題にされた長期・継続的かつ固定的な取引関係の基礎になっている関
係特定的な投資に注目する。例として，設備，部品，販売活動，物流センク
ー，情報処理・コミュニケーション能力，さらに研究開発や製品開発などが
あげられている。状況予測費用，合意形成費用，契約条項明確化費用，監視
費用などからなる一連の取引費用とともに，この投資における関係特定性＝
非可逆的性格が，本書では企業間の競争にも大きな影響を与える重要な変数
として位置づけられている (p.15)。
機会主義的行動を前提にすると，関係特定的投資が大きくなるにつれて事
後的な利潤配分交渉で投資成果を専有できないので，市場取引をおこなう誘
引が小さくなる。企業内での権限による調整の方が取引費用を節約できるの
である。しかし，この場合，財産権を重視し統合のための費用を考慮すると，
1つの企業組織への統合ないし包括的な契約ではなく，取引の要素毎の個別
対応的な統合であるネットワーク組織というとらえ方がより適切となる。さ
らに，ネットワーク組織は取引によって分権的であったり，集権的であった
りする。それは内部効率と競争状態に依存している。環境が安定的で予測と
実際の事態とが一致するなら，完全な契約が可能で，権限関係は必要なく，
したがって完全に分権的なネットワーク＝市場取引が最適となる。しかし，
取引が継続的になり契約が不完全になると，そこに取引当事者間のコンフリ
クトを解決する方法の 1つとして権限関係が発生し，ネットワークは階層的
になる。このとき，予測しない事態が発生した時のコントロールする権利が
分散している場合が分権的ネットワーク（組織のメンバーが関係特定的資源
を所有）， 集中している場合が集権的ネットワーク （組織の中核企業がそれ
を所有）である。しかも，契約自体が取引当事者間で歴史的に積み重ねられ
た原則（企業文化，取引慣行や慣習）に適った判断をするというインフォー
マルなとりきめとなっているのが，日本の特色の 1つでもある。
第2章「ネットワーク組織と競争」では，ネットワーク組織が競争にどの
ような影響を与えるかが解明される。マーケティング戦略は競争優位の形成
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・維持をめざすものであるが，ここで著者はとくに企業間の戦略的相互作用
の分析を重視する。「先発者の優位」として議論されている問題，すなわち，
既存企業と潜在的な参入企業との間に存在する非対称性のもとでのダイナミ
ック・ゲームがそれである。
2企業2期間の戦略的行動の相互作用，均衡プロセスの考察において 2つ
の戦略クイプが識別される。 1つは，シェア獲得競争のような戦略上代替的
な関係 (strategicsubstitute)と， いま 1つは， 価格競争のような戦略上
補完的な関係 (strategiccomplements)である。そして，これと参入の許
容・阻止という要素，ライバル企業とくにその利潤への効果によって過大投
資または過少投資という投資行動の類型化がなされる。 これをふまえて，
ネットワーク組織において中核企業が関係企業との誘因に関する契約を操作
しながら，どのように関係企業間の競争に影響を与えるかが，分社化，関係
企業による多角化，共同研究開発のためのジョイント・ベンチャーなどのケ
ースによって説明される。
第3章「流通段階の取引」は， 流通系列化をめぐる議論を取り上げてい
る。流通系列化とは著者の理解によれば，メーカー（ないし販売業者）が販
売業者（ないしメーカー）との取引を制限したりその活動をコントロールし
て，長期継続的な関係を維持することを通じて自らのマーケティング戦略に
組み込もうとする行為である。流通系列化の手段には， 各種の垂直的制限
行為，すなわち，取引数量，取引価格，販売促進サービス，立地，取り扱い
商品，セグメントをコントロールすることが含まれる。これによって，メー
カーと販売業者の利潤を望ましい値に近づけ，その結果，両者の共同利益は
系列化をとらない場合よりも増加する。
ここで流通系列化が競争上問題になるのは，その手段自体（専売店制，一
店一帳合制，テリトリー制， 再販売価格維持， 建値制， 返品制， リベート
制）というよりも，それ以上に寡占的な市場構造，競争を制限することであ
るという著者の認識が述べられる。家電，医薬品，自動車の 3つのケースを
通じて流通系列化の実態を明らかにしながら，需要と販売費用の双方におけ
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る不確実性の下での危険分担 (risksharing)の1方式として流通系列化が
論じられる。分社化による新製品開発，危険分担とはトレード・オフの関係
にある販売努力，相対的報酬システムを支援するリベート制，最低価格を維
持する効果をもつ返品制，危険負担能力のある販売業者の場合におけるテリ
トリー制によるプランド内競争の抑制と販売業者による価格決定による環境
変化への対応などである。
そして，第 4章「プランド間競争と流通システムの変化」では，複数メー
カーの存在というファクターが導入される。流通系列化を競争の観点から評
価するためには，系列化がプランド内競争に与える影響だけでなく，メーカ
一段階の競争にどのような影響を与えるかを判断しなければならないと，著
者は主張する。流通系列化問題がメーカー間の競争への系列化の影響という
視点から考察され，結論としてメーカ一段階で寡占体制が強く，製品差別化
が強い場合には専売店制やテリトリー制は流通段階で価格競争を弱める効果
をもつことが述べられる (pp.114-115)。
さらに流通システムが今日，どのように変化してきているかについて，情
報ネットワーク化のもとで顧客情報の所有主体の推移や物流コストの上昇と
の関連で権限配分の変化の様子が解明されている。
第5章「グローバル化と取引」は，書名の副題の 1つにもなっているグロ
ーバリゼーションの問題を取り上げる。グローバル化は販売，製造，研究開
発の国際化を通じて，現在，多極的な地域化（世界複数本社制）， 経営の現
地化（プロック別，地域別の自己完結型経営）の段階に到達している。そこ
では情報の共有化とグローバル化が不可欠となる。ところが，日本の特色の
1つであるが，組織間のインフォーマルな情報の共有，情報交換，暗黙のと
りきめの結果，情報の逼在が発生し新規参入が阻止される。いいかえると取
引が閉鎖的となっている。もう 1つは，開発から販売までのスピードが速い
ことであ・る。日本の新製品開発は短いフィードバック，同時並行的開発，調
整の現場への委譲などを通じてリード・タイムが短縮され，また柔軟でもあ
るという特徴が指摘されている。
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著者はしかし，今後，日本企業のグローバル化がより進行すれば，外への
グローバル化と同時に内への普遍化の努力が必要になると主張する。たとえ
ば，日本に固有の製品開発システムは非効率的となり，むしろ IBMのフェ
イズ・マネジメントの方が有効な場合がある。また，国際的な提携＝ジョイ
ント・ベンチャーについても多くのベネフィットが存在するが，その競争阻
害効果，すなわち，ライバル企業のコストを上昇させて，その競争力を弱め
るような戦略的行動は問題である。
第6章「不確実性とフレキシビリティー」は，フレキシプルな企業システ
ムを取り上げる。それは FMS,CAD, ジャスト・イン・タイムから開発，
部品製造，組立，マーケティング，流通，物流の各機能のネットワーク化を
意味する CIMの段階へと移行しつつある。これによって独立した機能の微
調整よりも，企業の活動全般で統合的な意思決定の調整が必要になるが，需
要の不確実性や情報の正確さが変化した時，フレキシビリティの効果やコミ
ットメントの効果はどのように変化するのだろうか。 この点について著者
は，寡占的な状況が高まり，需要の不確実性が大きい時，企業はフレキシビ
リティ化を進め，情報ネットワークの精度を高めていくと指摘する。戦略的
情報システムの役割もますます増大していくと考えられる。
最後の 2つの章では製品競争が展開される。まず第 7章「製品差別化と競
争」では，単一製品の場合の製品差別化が取り上げられる。水平的差別化と
垂直的差別化，差別化最小原理と差別化最大原理についての議論をふまえな
がら，とくにパイオニア・ブランドの場合，プランド・ポジショニングや製
品多様化といった先制攻撃が参入を抑制することが強調される。一方，後発
プランドは模倣ではなく差別化が有効とされる。
多数製品＝システム製品を扱った第 8章「システム製品と競争」では，互
換性をめぐる問題が論じられる。システム製品の差別化においては，ポジシ
ョニング以外に互換的か非互換的かが重要となる。たとえば，コンビュータ
（パソコン）は，ハードとソフト（基本ソフトと応用ソフト）が一体となっ
て情報処理サービスを提供している。 IBMが採用している戦略は，互換的
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なシステム製品の供給であるが，これによって産業標準性が確保され，外部
効果も大きく，規模の経済が作用することになる。これはいわば参入を受容
する戦略といってよい。これに対して，日本電気の戦略は，参入を抑制する
というものである。すなわち，非互換的なシステム製品の場合は企業特定的
で，外部効果が小さく，規模の効果が働かない。このようにシステム製品に
おける競争優位は，製品の組み合せや互換性といった単品とは異なる特有の
現象をふまえた考察が不可欠になってくるというのがここでの結論である。
II. 本書の理論的特微
中田教授はこれまで「流通システムと取引行動』（大阪府立大学経済研究
叢書， 1982年）や『マーケティングと組織間関係」（同文舘， 1986年）などに
みられるように，一貫して流通システムの理論的・実証的解明に取り組んで
こられた。とくに流通システムを構成する製造企業，卸売企業，小売企業，
消費者のあいだの取引様式の分析に最大の関心が注がれていた。前々著の基
本的な分析フレームは Williamson,0. E (19布〕 (Market and Hierarchies : 
Analysis and Antitrust Implications, The Free Press, 浅沼萬里・岩崎晃
訳『市場と企業組織』日本評論社， 1980年）の取引費用モデルをベースにし
ながら，これを一部修正することによって流通分析がおこなわれていた。前
著では，最終市場の不確実性の下で企業の投資の性格に注目しながらマーケ
ティング活動に伴う取引の構造化要因を明らかにしようとした。
こうしたこれまでの議論をさらに発展させたのが本書である。ここで採用
されている理論モデルは取引費用モデルのほかに，不完全な契約モデル，多
段階のゲーム理論である。
不完全な契約モデルであるが，これはネットワークなどの組織や制度が形
成される過程を，取引に伴う契約を通じて明らかにしようという考え方にほ
かならない。ただし，この場合，関係特定的な投資がおこなわれるようにな
ると，取引は長期継続的になるので，長期契約が必要になる。ところが，環
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境の不確実性を前提すれば，契約内容と実際の事象とのギャップが発生せざ
るをえない。このように事前に特定化されない条項が存在するという意味で
長期契約は不完全になる。ここから事後的なコンフリクトの調整手段ないし
メカニズムとして権限と競争の役割が期待されるのである。
この不完全な契約モデルは企業内，企業間の関係を契約のネクサスとみる
Jeneen, M. and W. Mecling [1976] ("Theory of the Finn: Managerial 
Behavior, Agency Costs and Ownership Structure," Journal of Financial 
Economics, Vol. 3, pp. 305-360.) のモデルを発展させたものにほかならな
い。従来，市場か組織かという取引の調整方法の二分法が採用されていた
が，それとは別に第3の「ゆるやかな連結や創発的な関係」としての中間組
織ないしネットワークという概念が登場してきた。ところがこのネットワー
クをどのようにとらえるかという点では，「直接性」，双方向性，協調性，な
どのシステム特性が指摘されることはあっても，これらを市場および組織と
統合的に把握しうる理論的枠組みはまだ確立されているとはいえない。その
なかで著者の方法は，取引と契約を識別しながら企業内，企業間の関係を，
連続した契約関係のクイプ分類にもとづく取引のカテゴリーによってとらえ
ようというものである。いいかえると，流通システムは関係特定的な投資に
規定された不完全な契約システムと理解される。
このように把握されたネットワーク組織ないし制度が技術革新やグローバ
ル化のもとで企業間の競争を通じて形成・展開していく過程を，中田教授は
多段階の・ゲーム理論で分析される。それは組織間関係のダイナミックな構造
変化を解明する理論モデルの 1 つにほかならない。競争戦略は，差別化—
中和化ー一再差別化のサイクルのなかでその経営上の有効性が検証される。
したがって， 2期間以上の多段階の競争ゲームのなかで各メーカー，各販売
業者など多数の経営主体がどのように自己最適化ないしシステム最適化を求
めて行動しようとするのか，この過程が明らかにされなければならない。競
争行動は 1回限りの単発的な行為ではない。たとえば2期間の競争ゲームを
考えると，各当事者は期間2での取引ないし競争相手との間での投資・利潤
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配分における有利，不利といった競争地位要因を考慮に入れて期間 1にどの
ような投資をすればよいかという意思決定をおこなうのである。
とりわけ本書において重視されておりまた注目されるゲーム・モデルの 1
つは，流通段階でのメーカーと販売業者との 2期間にわたる垂直的な取引モ
デルである。契約，権限，関係特定的投資の歪み，利瀾配分のそれぞれの関
連はどのようなものかが考察される。メーカーの過大投資が販売業者の過少
投資に比べ重大な問題にならなければ，メーカーが権限をもつことが望まし
い。これは，メーカーのマーケティングが販売業者の販売努力よりも重要で
ある場合である。他方，販売業者の販売努力と投資が重要で，その投資が過
大になっても，メーカーの過少投資に比べ重大な問題にならなければ，販売
業者が権限をもつことが望ましい，という結論が導かれる (pp.29-30)。
いま 1つは， 2つの戦略クイプすなわち戦略上代替的な関係と戦略上補完
的な関係の分類をふまえたメーカ一段階での 2企業2期間の戦略的相互作
用，均衡ゲームのモデルである。参入の許容・阻止という要素，ライバル企
業とくにその利潤への効果（上げる，下げる）によって過大投資または過少
投資という投資行動の類型化がそこではおこなわれる。価格競争のような戦
略上補完的である場合，ライバル企業が攻撃的にならないように，既存企業
は製品差別化投資を増やす。数量競争の場合にはコストを下げるような投資
を過少にすると考えられる (p.59)。
IV. マーケティング戦略論における位置と貢献
このような理論的内容と特徴をもつ本書の意義は，第 1に，それが従来の
マーケティング戦略論ないし競争戦略論に対してどのような理論的貢献をお
こなっているのかということ，第2に，これらの理論が大きく変貌を遂げつ
つある今日の流通・マーケティングの実態ないしケースをどの程度説明でき
ているか，に依存する。
まず前者からみよう。中田教授の競争戦略論は多段階のゲーム理論をベー
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スの 1つにしていた。当該企業の資源展開という内部志向の戦略と同時に，
ライバル企業の行動の分析，すなわち当該企業の戦略に対するライバル企業
の反応という相互作用の動態的分析が重視されていることはすでに見た通り
である。
現在の戦略論は，競争優位の分析に力点がおかれており，きわめて競争志
向の強い理論展開となっている。その場合， 1980年代に入ってから有力なア
プローチの 1つとなってきたのは， Teece.D. J., G. Pisano, and A. Shuen 
[1990], ("Firm Capabilities, Resources, and the Concept of Strategy," 
Unpublished working paper, Sept.)のいう「参入阻止アプローチ (Entry
Deterrence Approach)」である。その理論的特徴は，企業の戦略と構造を
説明する場合，産業組織の経済学に依拠しながら競争，選択，効率の意義，
いいかえると戦略行為のダイナミクス，戦略的セッティングヘのコミットメ
ントの役割を強調する点に求められる。またその実践的目標は，企業のユニ
ークな能力にもとづいた持続的な移動障壁(1.J維持・創造にぉかれる〇
中田教授の方法は，この「参入阻止アプローチ」を発展させたものといっ
てよい。ある市場構造のもとで実現される企業の利益はライバル企業を排除
する行動を通じて達成される競争制限によってもたらされるとみなされる。
いいかえると，市場における成功は洗練されたプレイー一対抗プレイという
一種の競争ゲームの結果としてもたらされると想定されている。ユニークな
能力や特定的・非特定的資産への投資もそれが競争上の優位を形成するの
は，あくまでライバル企業や製品との競争関係に変化をもたらす限りにおい
てである。
この視角から教授は，先にふれたように取引費用バラダイムおよび危険分
担メカニズムによって企業行動を基本的に説明しようとされてきた。ところ
が，一般に「参入阻止アプローチ」で指摘されている問題点は，固有の企業
理論が展開されていないことである。企業は自己の利益を極大化すべく競争
企業と非協調的行動をとる。その場合，戦略的な管理過程は，① 「構造的魅
ヵ」を有する市場の選定，②競争者の対抗戦略の推測にもとづいた参入戦略
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の選択， ③市場で競争するのに必要な能力の獲得， という 3つのプロセス
を経ると考えられる。 ところが，競争優位の源泉は産業構造ないし産業内
のグループ構造に求められ，これに依存して企業戦略が一連の投資代替案の
合理的な選択というかたちで決定される。そして， このような意味での企
業戦略によって企業のパフォーマンスも左右されるというのである。そこで
は企業は潜在的には同質的な能力をもつと想定されており， その結果とし
てユニークなスキルと能力の開発と蓄積をともなう過程としての競争が軽視
され， たとえそのような過程としての競争が取り上げられるとしても， 既
存の資産による短期的な競争への志向が強く， 長期的優位の獲得を可能に
する独特な能力開発・向上への視点が希薄ないし欠如しているといわざるを
えない。
中田教授は 2企業2期間の戦略的相互作用，均衡プロセスにおける 2つの
戦略タイプ，すなわち，シェア獲得競争のような戦略上代替的な関係と，価
格競争のような戦略上補完的な関係を識別した。問題は各戦略行動がどのよ
うなメカニズムで選択されるかということである。著者はここでライフ・サ
ィクル概念を持ち出されている。すなわち， 高度成長期や成長商品の場合
は，価格競争よりも製品開発競争や設備競争などの投資競争がおこなわれる
のに対して，成熟期，寡占的な状況下では企業は戦略的な行動をとって競争
環境を積極的に変えようとする。暗黙の協調がよく見られるようになる。
このような意味での戦略的行動を著者は，主として参入の許容・阻止とい
う要素，ライバル企業とくにその利潤への効果（上げる，下げる）という軸
によって過大投資または過少投資といういわば投資行動のパターンとして類
型化されている。価格競争のように戦略上補完的である場合，ライバル企業
が攻撃的にならないように，既存企業は製品差別化投資を増やす。他方，数
量競争の場合にはコストを下げるような投資を過少にする。ここに中田教授
のこれまでの企業理論の展開と，「参入阻止アプローチ」に固有の難点の克服
という課題との整合性をどう保つかという問題が散見される。
たとえば， Porter,M. E. [1980] (Competitive Strategy, The Free Press, 
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土岐坤・中辻萬治・服部照夫訳「競争の戦略』ダイヤモンド社， 1982年），
[1985] (Competitive Advantage, The Frne Press, 土岐坤・中辻萬治・小
野寺武夫訳『競争優位の戦略」ダイヤモンド社， 1985年）で提起された基本
戦略の 2類型（コスト・リーダシップと差別化）， いいかえると市場集計化
戦略と市場細分化戦略のうち後者の戦略の 1つである製品フルライン政策を
とりあげてみよう。著者はもっぱらそれを参入ないし競争にどのような影響
を与えるかという視点から考察される。すなわち，先発者の有効な先制攻撃
の1つは， フルライン戦略による新規参入の阻止である。 フルライン政策
は， 新プランドの不断の導入， プランドの増殖， 製品空間の稲密化によっ
てライバル企業の利潤を低下させ，参入を阻止する役割をもつというのであ
る (pp.202-203)。
もちろん，中田教授の指摘をまつまでもなく，製品フルライン政策は「豊
富な品揃えこそが激烈な競争に生きる残る道」ということで，ボリュームと
してのマーケット・シェアの増大と維持を最優先させてきた競争戦略の重要
な手段の 1つであった。それは後発企業の新規参入を阻止する目的に沿った
戦略でもある。しかし，このフルライン戦略をすべての企業がとれるわけで
はない。当該企業の競争地位によってその有効性も異なってくる。著者自身
も述べているように，参入企業がフルライン政策をとらない理由には，情報
の偏在（＝非対称性）と競争の局所化による市場機会の見落としがあるが，
最大の理由は製品フルライン化を可能にする経営資源の蓄積と展開条件（組
織構造・過程，プログラム，経営上の意図，経営者の資質）であると考えら
れる。別の箇所で近年の商品の絞り込みについて言及され，その理由として
フルライン政策の限界（＝戦略的効果の低下） とともに， 物流コストの上
昇，量販店の交渉力の増大があげられているが，まさに生産・販売・物流の
各段階での経営資源の非効率的な展開が問題となっているのである。
その意味で企業特定的な能カ・資源が競争行動の選択を左右し，またその
結果としてどのような経営成果がもたらされるかを決定する基本的要因とい
える。比較優位にある能力や組織構造をもつ企業が有利なのは，競争者と比
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べて著しく低いコストや高い品質，あるいは製品パフォーマンスを提供する
ことによる。いいかえると，そこでは製品・市場地位からの経済的利益だけ
でなく，希少な経営資源の所有者の手元に発生するレントにも関心が置かれ
なければならない。企業は異質な経営資源・能力をもち，またそうした資源
・能力を競争企業に先がけて獲得しようと努力する。さらに，市場や競争な
ど課業環境との間での双方向の関係認識をふまえながら，それを動態的な長
期的過程として展開していくことが必要となる。競争優位はルーチン的要
素，技能・スキル， 組織， 能力のほかに価値， 文化， 組織的経験といった
「ソフト」資産をも含む「企業内部」要因にもとづく。そうした資産は容易
に獲得されるものではなく，競争や市場との関連において長期的に構築され
るべきものである。
近年，マーケティングそれ自体の「正当な」ドメインは何か，企業戦略が
組織のなかで実際にどのように形成されていくのかという問題提起をおこな
いながら，マーケティングの戦略的役割についてより積極的に展開しようと
する議論がなされてきている。市場志向型戦略または市場戦略論の展開がそ
れである。中田教授が取引をもっとも基本的な分析概念として用いて動態的
に変化する競争構造をとらえようとする場合， 市場で顧客・消費者との間
で企業，事業単位，プランドの競争優位を長期的に保証する双方向の交換・
取引のグランド・デザインを提示することが不可欠となるであろう。競争戦
略は市場戦略によってその有効性が検証されるからである。
v. 流通システム認識ー一若干の問題提起
次に，流通システムに関連する著者の理論をその実践的意義という視点か
らみよう。関連する事例をまじえて取り上げてみたい。
第 1は，流通システムの集権性と分権性をめぐる問題である。著者は流通
システムを集権的ネットワーク組織と分権的ネットワーク組織の 2クイプに
分類する。予測しない事態が発生した時にコントロールする権利が分散して
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いる場合が分権的ネットワークで，組織の各メンバーは関係特定的資源を所
有している。逆にこの権利が集中している場合が集権的ネットワークで，組
織の中核企業がそれを所有する。分権的ネットワーク組織と集権的ネットワ
ーク組織のどちらが選択されるかは，内部効率と競争状態に依存すると主張
する。環境が安定的な場合，予測と実際の事態との一致の度合が高いので完
全な契約が可能となり，権限関係は必要なく，完全に分権的なネットワーク
＝市場取引が最適となる。取引が継続的になると，契約は不完全になり，権
限関係が発生し，ネットワークは階層的になる。環境が安定的であれば，事
後的な情報の価値は小さい。もしメンバー企業間でのコミュニケーションに
時間がかかるなら，生産効率が悪化しコストがかかりすぎることになるので
集権的なネットワークが効率的となる。また，環境がドラスティックに変化
する場合も，事前の計画が重要になり，迅速な適応が必要となるので，集権
的組織が効率的である。環境の変動（とくに顧客の購買行動）が連続的で中
水準である場合には，メンバー企業間による事前計画の微調整は結果を改善
することになるので，分権的なシステムが効率的となる (pp.42-46)。
所与の流通課業を効果的・効率的に遂行する流通システムの編制原理とし
て何が適切かということについては様々な議論がありうる。しかし，中田教
授のように内部効率＝コスト・パフォーマンス，およびそれと相互規定関係
にある競争状況の 2点をベースに考えることには異論がないであろう。それ
はシステムの管理様式を決定する行動原理ともなる。
とはいえ，著者も指摘されているように，市場の成熟化と多様化，寡占状
況下での生産・流通両段階における競争の激化といった市場および競争のダ
イナミックな変化は，そこに新たな要素を導入することを要請している。流
通ネットワークにおける分権・集権問題では，そうした環境変化と不確実性
のもとでの問題解決能力，とりわけ情報処理とコミュニケーションの能力が
重要なポイントになってくる。ここにおいてメーカーの過大投資が販売業者
の過少投資に比べ重大な問題にならなければ，メーカーが権限をもつことが
望ましく，他方，販売業者の投資が重要で，その投資が過大になっても，メ
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ーカーの過少投資に比べ重大な問題にならなければ，販売業者が権限をもつ
ことが望ましい，と著者が述べているのはその通りだとしても，具体的にあ
げられているケースとの整合性の点で問題が残る。顧客情報（＝リスト）を
メーカーと販売業者のどちらが所有するのが望ましいのか。自動車や家電で
はメーカーが顧客リストを保有するシステムに移行しつつあるが，その理由
はメーカーによる関係特定的な投資がディーラーによるそれよりも重要にな
ってきているからであると述べられる (pp.127-130)。たしかに，自動車の
ケースでは，①特定顧客に対する開発，生産，販売，物流の緊密な連携，③
訪問販売から店頭販売へのシフトが進むなかで， 新車， 中古車， オプショ
ン，支払プラン，納車など各種の情報提供サービスのウェイトが高まってい
る。とはいえこのことからセールスマンによる顧客の個人的な接触による情
報提供より，メーカーが開発し，設置した情報システムの方が重要であると
いうことには必ずしもならない。むしろオプションを含め一種のオーダー・
エントリー・システムの有効な展開や店頭販売による比較購買システムの確
立をはかるためには，ディーラーの販売力の強化とそこにおける消費・選択
の多様性の吸収がますます重要になっているといってよい。家電のケースで
も高付加価値化， すなわち， システム製品や生活提案型製品の増大にとも
ない，消費者の生活シーン価値や使用状況に即した売り方および情報提供が
重要になってきている。そのことは販売業者の関係特定的な投資の重要性が
低下したことを意味しない。むしろ重要性は増大しているが，系列店がその
機能を十分に果たしていないというべきである。いずれも集権的な流通ネッ
トワークヘ一意的に進むのではなく，このような能力が広く分散されて所有
され，権限や資産の所有が取引当事者間に分散するような分権的なシステム
をいかに再構築するかということが課題となっている。
第 2は，流通系列化をめぐる問題である。日米の流通構造の比較において
常に問題とされるのが，日本の企業間関係の閉鎖性や不透明性，いいかえる
と非競争的性格である。日本の流通システムが競争的であるのか，競争的で
ないかの議論の前に，競争の性格や競争がどの分野で行われているかを明ら
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かにしなければならない。経済や産業の成熟度，商品のライフサイクルなど
によっても競争の性格は異なる。
中田教授は，取引や契約に注目しながら日本的な特色を次のように述べら
れる。取引慣行に支えられた暗黙の契約は日本に特有ではなく，アメリカに
おいても存在している。 しかし， 日本ではこのような制度的枠組みが幅広
く， また重要な側面で用いられている。 日米間の流通システムの違いをむ
しろ共通の理論的枠組みのなかでの程度問題において論じようとしている
(pp. 33-34)。
そのうえで著者は，流通系列化に対してそれが競争上問題になるのは，そ
の手段自体（専売店制，ー店一帳合制，テリトリー制，再販売価格維持，建
値制，返品制， リベート制）以上に，寡占的で競争制限的な市場構造それ自
身である，というスクンスをとる。すなわち，流通系列化はシステムを構成
する当事者同士にとって取引費用を節約するという限りにおいて効率的であ
るかもしれないが，同時にある種の条件の下では当事者が関係特定的な投資
を歪めたり，戦略的行動をとったり，参入を阻止したりするなど競争を抑制
する。そして，このような競争制限的な行動によって社会的利益が損なわれ
ることがないかどうかを問題にするのである。
たとえば，返品制をあげてみよう。それは需要の不確実性下で在庫となる
売れ残り商品の，メーカーによる引き取りを通じた危険分担のためのシステ
ムである。販路を広げたいメーカーと仕入の危険を回避したい小売店との危
険分担がそこでなされる。ところが，教授も指摘するように，そこには，次の
4点の問題点が存在する。①取引慣行なので契約当初予測できない事態が無
限定であると，拡大解釈されたり不透明になる。特に大規模小売店の一方的
な判断に依存して PB返品のように危険の転嫁が発生する。R返品する側
で安易な商品管理が行われる。⑧返品が消費者価格に転嫁される。④メーカ
ーと販売業者（とくに卸売業者）間の価格競争が弱められる (pp.99-101)。
いずれもその通りである。
それでは流通系列化をどのようにすればよいのか。 この点について著者
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は，すぺてを契約で文書化するには取引費用がかかりすぎるが，製品の納入
価格，返品の範囲， リベート制の透明化と明確化，派遣社員の作業内容など
最低限の条項は明記すべきである，と主張される。それによってこれらはメ
ーカーの権限の範囲外になり，権限乱用の歯止めになる。また契約内容が包
括的になる場合は，取引相手に拒否権を認めるべきである (pp.110-111)。
流通チャネル・キャプテンが構成員に対しておこなう諮意的な権限行使の範
囲を制約するという限りで，それは流通系列化の逆機能を調整する効果をも
つ。しかし，かりに各種の取引条件を契約で文書化したとしても，実際にそ
の通りに遂行されるという保証はない。たとえば，専売店制をとりあげよ
う。アメリカのビッグ・スリーを交えて日米間でアメリカ車の日本国内での
販売問題が議論された際も，日本側の主張は，日本の自動車メーカーと系列
ディーラーとの間の契約書には他メーカー車の販売については何の制限もな
いことが明記されているというものであった。ディーラーが取り扱いたいと
思えば，米国車を含め他メーカー車も販売できるオープンな仕組みになって
いるというのである。ところが実際には各ディーラーごとにメーカーだけで
なく取り扱い車種まで決まっているのである。明白な手段を伴わなくとも，
取引が長期継続的であれば，権限が発生することが多いので，このような系
列化が維持されることになる。まさに寡占的で競争制限的な市場構造とそこ
における暗黙の協調そのものが問題である。
第3に，流通政策の基本原則について，中田教授は政府の規制も行政指導
のように明文化されない規制が実質的な役割を果たしている，とその問題点
を指摘される (pp.33-34)。たとえば，大規模小売店舗法におけるインフォ
ーマルなとりきめをとりあげ，それは中小小売店，大型店，政府の取引費用
を節約するかもしれないが，不透明さ，密室のとりきめ，地元同意書を得る
ための不明朗な金が必要になるという社会的な問題をひきおこしたり，出店
者のこれらの出費は価格に転嫁され，消費者が最終的に不利益を被る場合が
発生するというのである (p.39)。不透明な行政指導とそれがはらむ問題点
はまさにその通りといってよい。
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また，流通政策の対象分野については，政府は相互に対立する利害目標を
調整するよりも，消費者の自由な選択が可能となるような市場メカニズムを
監視したり確保することの方がはるかに重要であるというのが中田教授の主
張である。独占禁止政策は企業の行動的な側面だけでなく，構造的な側面に
も注意が払われなければならず，普遍的ルールの下での競争が行われるよう
にすることが肝要である。
一方，市場メカニズムが機能しない分野，たとえば排気ガスの規制，都市
開発による環境破壊，フロン・ガスの規制といった環境保護問題や製造物責
任問題などに政府は積極的に介入すべきである。その場合，透明性の確保，
文書化のようなフォーマルなとりきめが必要となるという指摘 (pp.41-42, 
239-240)にも同意できよう。
第4に，以上の各論点の背後にあって中田教授のいわば理論的または思想
的なバック・ポーンとなっているが，市場ないし競争を重視した流通システ
ム観にほかならない。
もちろん，経済のサービス化，ソフト化の展望に関連して，そうした分野
を効率の視点から外部化，市場化することには限界があるという意味で市場
万能主義には限界があり，理念や公共心などの回復の基盤が整いつつある，
と主張されている (pp.242-246)。家庭機能，家事労働の外部化などのサー
ビス経済化をみると，需要が供給を引き起こしているという以上に供給が需
要をよびおこしている側面が強い。必要なサービス以外のきわめて不必要と
も思われるサービス競争がおこなわれ，商品の本質的な品質や価格の次元で
競争がおこなわれているとはいえない状況，企業や商品を消費した顧客がゴ
ミや排気ガスなどの社会的コストを負担していないという現状は，まさに市
場メカニズムの限界を示している。その意味では中田教授の方法は，新保守
主義のそれとは一線を画する。
とはいえ，本書で主として問題とされている企業のマーケティング戦略や
企業間の取引・契約や流通システムの分野に限定していえば，市場メカニズ
ムと競争，そこにおけるダイナミズムをもたらしている各行動主体の価値観
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＝基準としての効率に対しては全幅の信頼がおかれている。流通系列化につ
いては寡占的な市場構造のもとでの競争制限，流通政策については政府＝第
三者の役割の極小化と透明性，形式性への期待にそうしたことが窺われる。
もちろん，評者も競争の実質化，公平性の確保を通じた市場メカニズムの機
能化を否定するものではない。むしろそれをより徹底するためにもより実態
に即した議論と，たとえば社会的有効性というような効率性や経済性とは別
の理論的な評価基準を設定することも必要ではなかろうか。
VI. ぉわりに
以上，中田教授がマーケティング論ないし流通論についてこれまで精力的
に研究活動を進めてこられ，この分野できわめて大きな理論的な影響力をも
っておられるが故にいくつか率直な感想を述べさせていただいた。そのこと
は本書の意義を決して減ずるものではない。
最後に，本書においてある意味でわれわれの最も注意を引いた箇所をあげ
ておきたい。それは研究者の姿勢についての著者の見解である。研究者は効
率を追求する企業の行動のメカニズムを解明すること以上に，そのような行
動が社会や環境に， また将来にいかなる影響を及ぽすかを重視しなければ
ならない。「効率だけでなく， 社会や環境への貢献度合を価値基準の 1つと
なるような新しいパラダイムの構築が必要」 (p.246)である， というのが
それである。評者もこうした観点を理論形成やその政策的有効性を考える上
でのスタンスの 1つとすべきと考える。マーケティング戦略の分野でいえば
それをマクロ的・社会経済的な流通過程に措定し直すことが必要となる。戦
略の社会的有効性をとらえるための理論的枠組みとして，われわれが提起し
ている需給斉合概念もその 1つと位置づけることができよう。
本書は単にケースを紹介したり，それを肯定的にとらえることを意図して
いない。企業のとる行動が競争に対してどのような影署を与えているのかと
いう「社会的な観点」 (p.6) が重視されている。現在の取引システムはナ
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ッシュ均衡の 1つであるが，それよりも「社会的にみて望ましいシステム」
が存在するかもしれない，という著者の主張は示唆深く，また共感するとこ
ろが大である。同時に，この点は著者の今後の理論展開や政策提言が大いに
注目される所以でもある。
